
保険料軽減支援制度のイメージ  

（支援基準を現行の国民年金の免除基準とした場合）  

（所得）  

3／4   半額   1／4  

支援   支援   支援   



保険料軽減支援制度のイメージ  

（支援基準を現行の国民健康保険の軽減基準程度とした場合）  

（所得）   

3／4   半額   1／4  

支援   支援   支援  



保険料軽減支援制度が各制度の収支に与える影響（イメージ図）  
－－－－－－－－一－－一一－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－一一－－－一疇－一一－－－－－－－一一一一一－一一－－－－－一一一一－－－－一－－－－－一一－－－－－－－一一一一－－－－－一一－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－一－、  

○ 保険料軽減支援制度を導入することには、年金財政にとっては、国民年金の納付率が上昇するのとほぼ同、、．  

l  l  l  

ぎ 短期的な影響 二 国民年金の収入の増加、国民年金の拠出金の増加（収入の増加分が大きいため、  
積立金は増大）、被用者年金の拠出金の減少（それにより積立金は増大）  

長期的な影響：長期的な財政には大きな影響はないが、若干のプラス影響。  

現行制度における収入一支出  《収入》、  
免除者  

低所得の滞納者  

低所得の  

保険料納付者  ［：：：：：］支援制度導入後における収入一支出  

低所得でない   

滞納者  

学生特例・若年   

猶予対象者  

《支出（拠出金）》  

1
ノ
 
 
 

り
机
 
 
 

誌
別
 
 
 

封
十
か
 
 

力
 
■
、
ノ
 
 

、
 
 

■
 
 

′
し
 
 

1  

者年金：積立金増加   国民年金：積立金増加（収入 

1  

の増＞支出の増）  



国民年金保険料の納付率に応じた給付の所得代替率（社会保障国民会議「公的年金制度に関する定量  

的なシミュレーション結果」（平成20年5月））  

0 国民年金保険料の納付率の前提が試悔の場合の他に、65％とした場合及び90％とLた場合について計算を  
行った 

0 納付率の前提を高く〔低く）設定すれば、基礎年金給付費は若干大き〈川、き〈）なるが、その変化はそれほど  
大きくない  

藻 基鍵年金全体の加入者数は7．000万人．．このうち、国民年金の賢一号被保険者は2．・100万人であるが、国民年金保険料の納  

付峯は、この2／柑0万人の中の免除者等を除いた1即0万人に関する納付率であるため、鮒寸峯の前提が基礎年金給付理会  

体に与える影響は小さい 

0 現行制度で国民年金の納付率の前提を置き換えた場合の見通しく名目績〕  

基礎年金給付費  うち保険料負担分・  

2ロロ9   2ロ1 2025   2050   2009   ヱ015   ヱ025   2050   

納付牽制溝ケ一声   19   23   2．8   5・了   9   12   14   28   

納付蜜．8ロー†。ケース   19   23   28   56   9   12   1ヰ   之8   

納付蜜叔鍋ケース   19   23   28 5・5   9   12   14   2了   

・こ注）保険料負担分は、各制度からの基礎年金拠出金のうちの保険料負埴分を示している。 

壌 各試算の保険料水車は、いずれも、  

悸生年金   帽，30ノ0  ；：20け年度～－二‡l  

国民年金   絹，900円〔平成・博年度価格、20‘17年度～）  

や マクロ経済スライドにより調整された給付の所得代替率は、  

納付牽制耶・¢ケース   ：518％  

納付垂蹴鞠ケース   ：516％  

納付蜜65鞠ケース   ：511㌢も  

ヰ′ 経済前提は、ケースⅧ－fを用いているr 



7日（月）日本経済新聞 朝刊 第1面  

基礎年金、全額消費税で  
未
納
問
題
や
 
 
 

不
公
平
解
消
 
 
 

現
行
の
公
的
年
金
は
制
度
 
 

へ
の
国
民
各
層
の
不
唐
感
の
 
 

高
ま
り
に
、
社
会
保
険
庁
に
 
 

よ
る
加
入
記
録
の
ず
さ
ん
な
 
 

管
理
が
重
な
っ
て
保
倹
料
の
 
 

未
納
問
題
が
深
刻
化
し
、
制
 
 

度
維
持
が
危
ぶ
ま
れ
て
い
 
 

る
。
福
田
康
夫
首
相
は
年
金
 
 

改
革
を
中
心
に
社
会
保
障
制
 
 

度
を
議
論
す
る
国
民
会
議
を
 
 

近
く
薪
設
す
る
。
 
 
 

日
本
経
済
新
聞
社
は
国
民
 
 

的
な
議
論
の
参
考
に
な
る
こ
 
 

と
を
期
し
、
論
説
重
責
会
と
 
 

東
京
本
社
勝
美
局
が
主
体
と
 
 

な
り
、
〇
七
年
九
月
に
「
年
 
 

金
制
度
改
革
研
究
会
」
を
発
 
 

足
さ
せ
た
。
外
部
有
識
者
の
 
 

意
見
を
聞
き
な
が
ら
議
論
を
 
 

日
本
経
済
新
聞
社
は
、
年
金
制
度
改
革
に
関
す
る
報
告
を
ま
と
め
た
。
 
 

少
子
高
齢
化
の
加
速
や
保
険
料
未
納
問
題
の
深
刻
化
で
制
度
維
持
が
難
し
 
 

く
な
り
つ
つ
あ
る
状
態
を
立
て
直
す
た
め
に
、
基
礎
年
金
の
財
政
運
営
を
 
 

．
本
社
研
究
会
報
告
 
 

税方式に全面移行  
0基礎年金（厚生、共済年金受給者の基蒔   
年金部分を含む国民年金）の財源を保険   

料から全額消費税に置き換える  
0税率の上捌副ま5準前後  
。置き換えで全体の負担に増減は生じない   

給付水準は現状維持  

0月額給付は満額でβ万6000円  
。国内居住10年程度を支給要件に  
0移行期間は旧制j萱に基づく保険料負担を   

給付に反映  

0年金課税を強め高所得者への給付を抑制  

0支給開始年齢の引き上げを検討   

制度安定へ成長促進  
。3．7兆円の企業負担軽減分は非正規労働   

者の厚生年金への加入拡大に  

0成長戦略や少子イヒ対策を充実  

0与野覚は党派を超えて成案巷  

礎
年
金
を
税
方
式
に
し
て
低
 
 

年
金
者
に
税
財
源
に
よ
る
補
 
 

完
年
金
を
支
給
す
る
⑥
基
礎
 
 

年
金
す
べ
て
を
消
費
税
を
財
 
 

源
と
す
る
税
方
式
に
移
行
さ
 
 

せ
る
－
－
と
い
う
も
の
だ
。
 
 
 

そ
れ
ぞ
れ
の
利
点
と
問
題
 
 

点
喜
子
紳
に
比
較
し
た
。
そ
 
 

の
結
果
、
国
民
に
わ
か
り
や
 
 

重
ね
報
告
を
ま
と
め
た
。
 
 
 

た
た
き
台
と
し
て
四
つ
の
 
 

改
革
案
を
検
討
し
た
。
四
案
 
 

は
①
社
会
保
険
方
式
に
改
良
 
 

を
加
え
る
②
仝
匝
民
の
年
金
 
 

を
一
元
化
し
て
最
低
保
障
部
 
 

分
に
税
財
源
を
充
て
る
③
基
 
 

現
行
の
基
礎
年
金
制
度
 
 

は
、
二
十
歳
以
上
六
十
歳
末
 
 

滞
の
日
本
に
住
む
す
べ
て
の
 
 

人
に
加
入
の
義
務
が
あ
る
。
 
 

新
制
度
は
基
礎
年
金
（
厚
生
 
 

財
源
に
よ
る
補
 
 

完
年
金
の
併
 
 

給
」
を
推
す
意
 
 

見
が
あ
っ
た
。
 
 

す
く
、
未
納
問
題
を
解
決
し
 
 

て
圏
民
皆
年
金
の
体
制
を
名
 
 

実
と
も
に
撃
え
る
に
は
④
の
 
 

「
基
礎
年
金
の
税
方
式
化
」
 
 

が
優
れ
て
い
る
と
の
結
論
に
 
 

達
し
た
。
外
部
有
識
者
に
は
 
 

窟
険
方
式
維
持
」
や
「
税
 
 

性
高
め
信
頼
 
 

社
会
保
険
方
式
か
ら
税
方
式
に
移
行
さ
せ
る
よ
う
求
め
て
い
る
。
給
付
絵
 
 

額
十
九
兆
四
千
億
円
（
二
〇
〇
九
年
度
）
の
財
源
す
べ
て
毒
消
菜
税
で
賄
 
 

う
こ
と
に
し
、
保
険
料
を
充
て
て
い
る
十
二
兆
円
分
を
消
費
税
に
置
き
換
 
 

え
る
。
こ
の
た
め
税
率
を
五
％
前
後
引
き
上
げ
る
。
保
険
料
は
廃
止
す
る
 
 

の
で
全
体
の
負
担
は
変
わ
ら
な
い
。
制
度
の
持
続
性
を
確
実
に
す
る
と
と
 
 

も
に
無
年
金
者
を
な
く
す
の
が
狙
い
だ
言
開
連
特
集
6
、
7
面
に
）
 
 

税
率
5
％
上
げ
、
保
険
 
 

額
給
付
は
満
額
の
場
合
で
六
 
 

万
六
千
円
と
、
．
い
ま
の
基
礎
 
 

年
金
と
同
じ
と
す
る
。
 
 
 

年
金
目
的
の
油
菜
税
に
置
 
 

き
換
え
る
十
二
兆
円
分
を
軽
 
 

減
税
率
の
導
入
を
考
慮
せ
ず
 
 

に
計
算
す
る
と
、
税
率
上
げ
 
 

年
金
と
共
済
年
金
の
受
給
者
 
 

の
基
礎
年
金
部
分
を
含
む
国
 
 

民
年
金
）
に
つ
い
て
、
日
本
 
 

で
た
と
え
ば
十
年
な
ど
一
定
 
 

期
間
を
暮
ら
し
た
人
が
受
け
 
 

取
る
年
金
と
す
る
。
仮
称
は
 
 

「
共
通
年
金
」
と
す
る
。
月
 
 

給
付
総
額
と
の
見
合
い
で
上
 
 

げ
幅
は
国
民
の
選
択
に
委
ね
 
 

ら
れ
る
。
現
在
、
国
民
年
金
 
 

で
月
一
万
四
千
百
円
の
保
険
 
 

料
負
担
は
な
く
な
る
。
 
 
 

税
方
式
年
金
の
利
点
は
第
 
 

一
に
、
保
険
料
の
未
納
問
題
 
 

幅
は
五
％
前
後
に
な
る
。
移
 
 

行
時
は
引
き
上
げ
章
一
回
に
 
 

分
け
る
な
ど
経
過
期
阻
を
設
 
 

け
る
。
高
齢
化
と
長
寿
化
に
 
 

よ
る
受
給
者
増
で
将
来
は
五
 
 

％
か
ら
、
さ
ら
に
上
げ
ざ
る
 
 

を
得
な
い
と
み
ら
れ
る
が
、
 
 

員
世
帯
の
専
業
主
婦
も
消
費
 
 

税
を
払
う
た
め
、
世
代
内
の
 
 

不
公
平
が
緩
和
さ
れ
る
。
年
 
 

金
毒
受
給
し
て
い
る
高
齢
世
 
 

代
も
税
を
負
担
す
る
の
で
世
 
 

代
間
の
不
公
平
も
和
ら
ぐ
。
 
 
 

第
三
に
、
所
得
の
多
寡
に
 
 

を
解
決
で
き
る
。
国
民
年
金
 
 

の
未
納
率
は
三
四
％
、
免
除
 
 

や
猶
予
を
含
め
た
実
質
未
納
 
 

率
は
五
一
％
に
達
し
て
い
 
 

る
。
財
源
を
年
金
目
的
の
消
 
 

費
税
に
置
き
換
え
れ
ば
未
納
 
 

・
未
加
入
者
な
ど
を
含
め
て
、
 
 

す
べ
て
の
人
が
消
費
に
応
じ
 
 

て
必
ず
負
担
す
る
た
め
未
納
 
 

問
題
は
解
消
し
、
森
年
金
に
 
 

陥
る
人
を
な
く
せ
る
。
 
 

第
二
に
、
負
担
の
不
公
平
 
 

を
是
正
で
き
る
。
い
ま
は
保
 
 

険
料
毒
払
っ
て
い
な
い
会
社
 
 

か
か
わ
ら
ず
定
 
 

額
毒
払
う
国
民
 
 

年
金
の
保
険
料
 
 

よ
り
、
消
費
額
 
 

の
一
定
割
合
を
 
 

払
う
消
費
税
の
 
 

琴
つ
が
所
得
が
 
 

低
い
人
の
負
担
 
 

の
度
合
い
が
軽
 
 

く
な
る
傾
向
が
 
 

あ
る
。
第
四
に
、
 
 

社
保
庁
の
徴
収
 
 

加
入
さ
せ
る
た
め
の
原
資
に
 
 

充
て
る
よ
う
に
す
る
。
 
 
 

保
険
料
を
原
則
二
十
五
年
 
 

払
わ
な
け
れ
ば
受
給
権
が
得
 
 

ら
れ
な
い
最
低
加
入
要
件
は
 
 

大
幅
に
短
縮
す
る
。
米
、
英
 
 

や
税
方
式
年
金
を
採
用
ん
て
 
 

い
る
加
、
豪
な
ど
を
参
考
に
、
 
 

た
と
え
ば
最
低
十
年
間
、
日
 
 

本
に
住
め
ば
受
給
権
を
得
る
 
 

よ
う
に
す
る
。
四
十
年
居
住
 
 

で
満
額
支
給
と
す
る
。
 
 
 

移
行
は
二
十
1
四
十
年
の
 
 

経
過
期
間
を
設
け
負
担
の
不
 
 

公
平
を
円
滑
に
解
消
す
る
。
 
 

移
行
前
に
保
険
料
を
払
っ
て
 
 

い
た
人
に
は
支
払
期
間
に
相
 
 

当
す
る
受
給
億
を
旧
制
度
に
 
 

基
づ
き
確
保
。
移
行
後
ば
六
 
 

部
門
が
大
幅
に
縮
小
さ
れ
、
 
 

年
金
に
関
す
る
国
の
執
行
体
 
 

制
左
効
率
化
で
き
る
。
 
 
 

こ
れ
ら
の
利
点
が
相
乗
効
 
 

果
を
発
韓
し
、
年
金
へ
の
偉
 
 

恵
を
取
り
戻
せ
る
。
現
役
世
 
 

代
に
と
っ
て
は
引
退
後
の
生
 
 

活
設
計
が
し
や
す
く
な
る
。
 
 
 

－
0
年
間
居
住
 
 
 

支
給
要
件
に
 
 
 

厚
生
年
金
は
基
礎
年
金
の
 
 

保
険
料
半
額
を
事
業
主
が
払
 
 

っ
て
い
る
。
総
額
は
年
三
兆
 
 

七
千
億
円
。
企
業
部
門
は
こ
 
 

の
分
が
負
担
涙
と
な
り
、
家
 
 

計
部
門
の
負
毘
は
増
す
。
企
 
 

業
の
負
担
軽
減
分
は
パ
ー
ト
 
 

や
契
約
社
員
な
ど
非
正
規
労
 
 

働
章
乞
厚
生
年
金
に
も
っ
と
 
 

廃
止
 
 

現
在
、
基
礎
年
金
の
支
給
 
 

開
始
年
齢
は
庶
則
と
し
て
六
 
 

十
五
歳
。
将
来
の
消
費
税
負
 
 

担
が
過
重
に
な
る
の
左
防
ぐ
 
 

た
め
に
、
六
十
七
歳
な
ど
に
 
 

さ
ら
に
上
げ
る
こ
と
が
課
題
 
 

に
な
る
。
雇
用
期
間
の
延
長
 
 

も
必
要
だ
。
 
 
 

よ
り
根
本
的
に
ほ
、
経
済
 
 

成
長
を
促
す
政
策
や
少
子
化
 
 

対
策
に
国
左
挙
げ
て
取
り
組
 
 

む
こ
と
が
不
可
欠
に
な
る
。
 
 

ま
た
与
野
党
は
年
金
制
廣
を
 
 

政
争
の
具
と
せ
ず
、
長
期
的
 
 

な
視
点
に
立
ち
、
超
党
派
で
 
 

真
筆
（
し
ん
し
）
に
議
論
し
、
 
 

制
度
改
革
の
合
意
形
成
を
目
 
 

指
す
こ
と
が
望
ま
れ
る
。
 
 

十
歳
ま
で
の
居
住
期
間
に
応
 
 

じ
た
額
を
旧
制
度
分
と
合
わ
 
 

せ
て
支
給
す
る
。
未
納
期
間
 
 

が
あ
れ
ば
給
付
は
少
な
く
な
 
る
が
、
移
行
時
に
限
り
未
納
 
 

分
の
忘
払
い
を
認
め
有
 
 

無
年
金
や
極
端
な
低
年
金
 
 

で
生
潅
に
困
る
よ
う
な
高
齢
 
 

者
へ
の
配
慮
も
課
題
だ
。
生
 
 

活
必
需
品
に
磨
滅
税
率
を
導
 
 

入
し
そ
れ
ら
の
人
々
も
困
ら
 
 

な
い
よ
う
に
す
る
、
ま
た
は
 
 

新
制
度
の
な
か
で
特
別
な
救
 
 

済
策
を
工
夫
す
る
な
ど
だ
。
 
 

共
通
年
金
は
所
得
に
よ
る
 
 

給
付
制
限
は
設
け
な
い
が
、
 
 

高
所
得
の
高
齢
者
に
は
所
得
 
 

税
の
公
的
年
金
等
控
除
の
縮
 
 

小
で
年
金
課
税
を
強
也
実
質
 
 

的
に
給
付
を
抑
え
る
。
そ
れ
 
 

に
よ
る
税
収
増
分
は
再
び
年
 
 

金
の
財
源
に
繰
り
入
れ
る
。
 
 
 

成
長
戦
略
の
 
 
 

充
実
不
可
欠
 
 

29   



税方式と社会保険方式  

税方式   社会保険方式   

基本的な仕組みと特   ○個人の保険料拠出を必要とせず、拠出に  ○一定期間にわたって保険料を拠出し、拠出し   
徽  かかわらず国内在住年数等の要件で一律   た程度に応じた額の年金を給付。（自律自助）  

に給付。＊「公助」の考え方   ＊「自助」を通じた「共助」の考え方  

○恩恵的な性格が強い。   ○権利的な性格が強い。  

○企業の役割が必ずしも明確ではない。   ○企業の役割を明確に位置付け（事業主負担）   

拠出と給付の関係  ○対応関係がないため、不明確。．   ○全体でも個人単位でも対応し、明確。  

負担する者   ○現役世代だけでなく高齢者もー定程度負  ○現役世代のみが負担する。  

負  担する。  

引上げの現実性   ○理解を得にくい。   ○税財源よりも理解を得やすい。  

引上げの実績   租税負担率（対Nり18．9％（1970）→21．5％  社会保障負担率（対Nl）5．4％（1970）→14．4％（2005）  
（2005）  

担  

財政運営の安定  ○他政策との競合、景気変動に伴う税収変   ○長期的収支計算に基づいて衰定的に財政運営。  
性   動等の影響を受けやすい。   ＊保険料も景気変動等の影響を受けるが長期的には  

給付も連動するので影響は小さい。   

給付水準   ○社会保険方式と比較して低水準になりや   ○税方式と比較して満額給付を高水準にしやす  

給  
すい。   い。ただし、保険料拠出が十分でない場合、低  

〔  
年金になる。（低所得者には保険料免除）  

所得制限   ○所得水準等による給付制限を行われ易い  ○基礎年金には所得制限は馴染まない。  

付                       生活保護との   ○生活保護との関係の調整が必要。   ○生活保護とは役割が異なるので調整は必要  

関係   ＊高齢者に対する生活保護を廃止する等。   ない。（生活保護制度の中で給付魚を調整）   

（注）現行の社会保険方式から税方式に移行する場合、  
・現行の事業主負担がなくなる一方で巨嶺の税財源が必要になり、医療や介護の財源との関係も含めて整理が必要。   
■満額の給付額を現行と変更しないのであれば、未納による無年金・低年金者を救済する性格の強い政策になる。逆に、既に保険料を納   
付したり、既に受給している人に別途給付を行えば、さらに巨額の財源が必要になる。   



社会保障国民会議における検討に資するために行う公的年金制度に関する  

定量的なシミュレーション（抜粋・要約版）  

1．シミュレーションの経緯等  

－．一．－－ －．■●■■－．－＿＿ ＿ ＿．＿．＿＿＿．．＿＿ ＿ ＿ ＿＿一＿＿＿ ＿ ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿．－■ ●■一．t■■■■－ ■■ ■ ■■－■■■ ■t ■ ■■■■■－一・・－－－－－－－－ －－ －－・－－・・－－ －・・一 －－－－－・－ －・－・・一一・・－■－ －・－ －■－ －－－・－－－・■・一一－－t－－ －・・● －－■■・－■■■■－’●■■■■■－－‾ ‾－‾‘‾‾‾ 「  

童○ 社会保障のあるべき姿について国民に分かりやすく議論を行うことを目的として、本年1月、「社会保障国民 l  

会議」が設置され、その下に、年金・雇用を議論する「所得確保・保障分科会」など3つの分科会が設置された。   

O「所得確保・保障分科会」においては、公的年金制度のあり方の検討に当たり、「定性的な議論」だけでなく  
「定量的な議論」も行えるようシミュレーションを行うこととなり、客観的で中立的なシミュレーションとなるよう、  
分科会で作業の「前提」が整理された（4月30日第3回分科会）。   

（作業前提のポイント）  

・客観的ヰ立的なシミュレーションを行うため、試算の基礎データを開示し、第三者が再検証できるようにする  
・現在各方面から提案されている案を念頭に置き、①現行制度、②社会保険方式を前提にした修正案、③税方式化  
を前提とした提案、について複数のシミュレーションを行う  

・「マクロ試算」（基礎年金の将来の保険料負担や国庫負担の財源規模を示した試算）と「ミクロ試算」（個々の家計等  

に与える影響を示した試算）を行う  

05月19日の第4回分科会において、シミュレーションの結果が報告された。なお、試算の詳細なデータは以下  
のUR」で公開されている。  

l  

1  

1 1  

1  

1  

1」＿＿  

http：／／www，kantei．go・jpIp／singi／syakaihosyoukokuminkaigi／  
■●－－●一－■一－■－－－－－－－－－t－－－－－－－－－－－一－－一一－－－－－－－－－－－－－一一－－一－－－－－－－－－－－一－－－－一－－－－一一－－－－－－－一一－－－－－－－一一－－－－－－－－■■t－■■－－  

l  

l  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l   



ま」≦隻ユレーション結果  

（1）マクロ試算（基礎年金の将来の保険料負担や国庫負担の財源規模を示した試算）〔税方式化案のシミュレーション〕  
l‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾■■■－●－－－■－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－一一－－t－－－－－－－－－－一一－－－－－－一－－－－－－－－－一一－一一－■■●－‾‾‾一‾‾‾‾‾‾－－ 「  

：○ 国庫負担1／2を超えて「追加的に必要となる税財源」とその「消責税率換算」は、以下のとおり。  

年 度  
消費税率換算  消責税率換算  消費税率換算  消費税率換算   

2009年度   
14兆円   5％   9兆円   31／2％   24兆円   81／2％   33兆円   12％   

（移行当初）   
担 担 巨1 

2050年度   35兆円   7％   32兆円   6％   42兆円   8％   50兆円   91／2％   

…＊上記のほか、国庫負担割合を現行から1／2に引き上げるために、消責税率換算で約1％の税財源が必要  

：（注）各ケースについては、過去の保険料納付実績の給付への反映について、以下のとおり想定。  
ケースA ：過去の納付状況に関係なく一律給付  

ケースB ＝ 過去の保険料未納期間に応じて減額  

ケースC ‥ 過去の保険料納付相当分を加算（3・3万円相当）して給付  
ケースC‘：過去の保険料納付相当分に公費相当分も加算（6．6万円相当）して給付  

＿＿＿＿＿＿＿＿●＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿■＿＿＿＿＿■＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－－－－－－＿－＿＿＿－■－－■－＿－●■■■■■■－一－－－t－一一－－－一一一－－－－－－－－－－－－－－－－l  

（2）ミクロ試算（現行制度と税方式化案がそれぞれ家計に与える影響を示した試算）   

＊マクロ統計であるSNA（国民経済計算）における平成18年度国内家計最終消費支出は約283兆円。一方、今回の試算に用いた家計調   
査における1世帯当たり消費支出（年間310万円）に世帯数（5，000万）を乗じても約150兆円であり、マクロ統計との対比で明らかに過小。  
⇒統計の制約上、家計調査を用いて試算せざるを得ないが、結果の解釈には十分な留意が必要。  

＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿．．．＿．＿．＿＿．■＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．－＿＿＿－．－．＿■●－■■■■●■■－－■●－1■－－■●■■■－－・－・－・－－－■－－－－－－－－・一一－・－■－－－－・－一一■－■■■■■■■■■●■－■■■‾‾‾‾‾－‾■‾‾‾■‾‾‾‾’‾‾‾■■■‾‾‾‾‾■‾‾‘‾‾‾－ 「  

l  
l  

：《家計》  

①勤労者世帯モデル   

すべての所得階層において、「基礎年金分の保険料軽減嶺」＜「消責税負担の増加額」  
②自営業者等世帯モデル  

概ね、「基礎年金分の保険料軽減額」＞「消責税負担の増加額」  
ただし、かなりの高所得者層と、保険料免除の対象となるような低所得層においては、  
「基礎年金分の保険料軽減額」＜「消費税負担の増加額」  

⇒負担増   

⇒負担減   

⇒負担増  

③年金受給者世帯モデ  

消責税負担が増加（ただし、上記の「ケースA」「ケースC」の場合は、年金給付も増加する場合あり） ⇒負担増  
l  

《企 

年金分の保険料のうち事業主負担分がなくなる  車負担減  
－■－■■■－－－－－－■■■－－－－－一一－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一－－－－－一一－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－一一一－－－－－－－－－－－－－－t－－－－一一－－－■■■■■－－－一一●■■■■■■■●－   



＜ 移行パターンのイメージ ＞  

（税方式導入後、受給する給付枝）  
■■■－■■■■■■■－－■■■－■・■－－t－－一－・・－ －－－－－－－－－・－－－－－－－●－－－－－－●－－－－－－・■■■■－●■■－■1  

I  

（現役時代の拠出の状況）  

税方式導入時、すでに受給している者  
I  

t  

I  

l  

l  

l  

l  

I  

l  

（ケースA）過去の納付状況に関係なく一律給付  

一律の基礎年金  

（ケースB）過去の保険料未納期間に応じて減額  

． 裟‥ご＝表遜由  

保険料納付期間分の基礎年金  

（ケースC）過去の保険料納付相当分を加算して給付  

保険料納付  

（ケースC‘）過去の保険料納付相当分に公費相当分も加算して給付  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿曽＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－■■‾一‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾1  

l  

現役時代の途中で税方式導入となった者  

過去の保険料未細期間に応  
ユ品盲昌つてユニ，ユニ晶㌻t‾1＋  

（ケースB）  

税方式導入  一律の基礎年金  

（ケースC）過去の保険料納イ曇相当分を加乱て給付   
‾●‾‘‾－‾■‾■‾一‾‘－‾’‾■■■‾■‾■ 「  

未納  

税負担  
保険料納付  

60歳  

※税負担は、現役以外の者の   

負担もあり得る。  

導入前期間に見合う給付←l→導入後期間に見合う給付  
－－－■■一一■■■－－一－－－－－－一－－一一一一－－－－－－一一－一一－－－－－－－－－一－－－－－■■●■一■■－－   



○ マクロ試算のシミュレーション結果（マクロ試算3－1）  

各移行パターンごとの追加財源の規模と消費税率換算（ごく粗い機械的試算）  

〔経済前提：ケースⅡ－1〕（平成19年2月暫定試算の「基本ケース」）  

・移行パターンA～Cのそれぞれについて、現行制度の基礎年金国庫負担（1／2分）を超えて追加的に必要にな  

る財源を計算し、その消費税換算率を算出した。  

基礎年金を税方式にした場合の追加財源の規模と消費税率換算について  

年度  

消責税率換算  消費税率換算  消費税率換算  消費税率換算   

2009年度   
5   ％   9兆円   81／2％   33兆円   12  ％  

詣富霊宝詔書担鯛  〔 〔  

14兆円  

担  詣諾㌶温1瑚   〔 

31／2％  24兆円  

鋼   〔  

2015年度   17兆円   51／2％   12兆円   31／2％   28兆円   81／2％   39兆円   

詣諾雷㌶雷署担2篭召  

12   ％   

2025年度   20兆円   5   ％   15兆円   31／2％   31兆円   8   ％   42兆円   101／2％   

2050年度   35兆円   7   ％   32兆円   6   ％   42兆円   8   ％   50兆円   91／2％   

・ 平成20年度の予算における基礎年金国庫負担割合は37．3％（1／3＋40／1000）であることから、上記の消責税  
率換算の他に、国庫負担割合1／2にまで引き上げるための財源として、約1％が追加的に必要になる。   

※ 経済前提：ケースⅡ－1の場合における移行パターンの各ケースごとのシミュレーション結果を示している。   
なお、比較対象とする現行制度における国民年金保険料の納付率の前提は80％の場合としている。経済前提の違いによる影響に   
ついてはマクロ試算5－2を参照。  

※ 消費税率換算に用いた消費税収は、将来、経済成長率と同程度に伸びるものとして計算している。   



○ ミクロ試算のシミュレーション結果（ミクロ試算1～4）  

〔勤労者世帯モデルのケース〕  〔年金受給世帯モデルのケース〕  

月平均負担額   
（万円）  

家
 
計
 
 
 

高齢夫婦無職世帯  

（実収入22．3万円、  

うち公的年金20．7万円）  

：〔ケースA〕  

：低年金・無年金だった者の場合は、年金給付  
l嶺が増加する。 l  
l〔ケースB〕  

：年金給付額に変化なし。  
：〔ケースC〕  

：低年金・無年金だった者の場合は満額の基礎  

※1「勤労者世帯」の定義は「世帯主が会社、官公庁、学校、工場、商店などに勤めている世帯」となっており、妻が専業主婦の世帯や  
共働き世帯など様々な形態の世帯が含まれている。平成19年家計調査では、平均世帯人員3．45人、平均有業人員1．66人となっている  
※2基礎年金分の保険料は、家計調査における勤労者世帯の公的年金保険料支払額に基礎年金分の保険料割合（4．0％／14・996％）  

を乗じた額としている。  
、  

：に見合った加算が行われ、年金給付額が増大  
lする。  l  

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿J   




